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埋立地盤における各種液状化簡易予測手法の適用
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神戸市長田区の海岸部の地震による液状化によると考えられる被害を受けた生コンクリート工場の骨材サイ

ロの調査と新設のための地盤調査と基礎工法を検討する機会があった.本報告では，被害状況の概要と標準

貫入試験結果 CN値)とサンプラー中の試料土の粒度試験結果から数種類の簡易液状化予測手法の適用を試

みた結果を示す
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1.はじめに

兵庫県南部沖地震による地盤の液状化は、国土地

理院の技術資料 1)によると大阪市西部から神戸市須

磨区東部に至る広い範閣の海岸部で発生している。

特に淀川左岸堤防、西宮、芦屋および、神戸市の埋立

造成した人工地盤で多く発生している。また、堺市

の埋立地においても液状化による石油タンクの被害

も報告されている2¥液状化の発生した範囲と今回

の調査現場の位霞を図 -1中に示す。

神戸市

今回調査した現場は JR長田駅から南方約 2kmに

位置する海岸部の埋立地である。神戸市沿岸部の埋

立地の中では最も初期のもので埋立材としては主に

磯質材が用いられていた。また、震源からの距離は

約14kmである。 地態調査は、地震時に傾斜した骨

材サイロを新設するにあたって基礎形式を検討する

ために実施したもので、埋土層下部にも砂地盤が続

くことや地震時の被害状況から液状化の検討を実施

する必要があった。
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図-1 液状化発生位置と調査現場3l
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2.被害状況

地媛による被害状況を図-2に示す。骨材サイロ

8本のうちの端部の一本が約 5度と大きく傾斜し、

他の 7本も若干傾斜した。サイロ下部のベルトコシ

ベアをilli.すヒューム管は破損し、地下水位がGL-
1. 4mと高いため浸水した。端部の地下ピットの

浮き上がりも生じた。その他の直披基礎の水タンク、

混和材タンクも傾斜した。また、コンクリート舗装

にも大きなひび割れが生じたの岸壁の変位も 10c田程

度発生し、隣接する敷地ではさらに大きな変位が生

じた。このような被災状況から表層部で液状化が発

生したと考えられる。

3. i也懇調査と土質試験

地織の調査は、計画敷地内でGL-30mまでボ

ーリング調査を実施し土質構成およびN備を測定し

た。策入サンブラー中の試料は保有し、ふるいによ

る粒皮試験および密度の参考とするため乱れた試料

を締め固めて湿潤密度の測定を実施した。後に地盤

のばらつきを調査するために GL-15mまでのボ

ーリング調査を 2ヶ所実施し、同様の土質試験を実

施した。各調査位!鷲は、図 2中に示した。

調査結果を図-3 iこ示す。 GL 5m"~- 6mま
でが 5'~ 20 mmの円磯を主体とし、最大J磯径 15 

Ommの玉石混じり砂磯からなる。埋立層でN値は

6~' 2 1である。埋立!麗は岸壁方向にややj事くなり

下部の砂層のN値はやや低い。 GL-12mまで、は
砂層、貝殻混じり砂層からなり GL 10mまでは

N億は 30~40 の締まった層である。その下は急
激にN値は低くなり GL-13m付近のN傾 6~9
のシルト混じり砂層に続く。 GL-14~ … L 8 m 
まではN儀 20前後の貝殻混じり砂層があり、その

下 2mはN値 9のシルト混じり砂層となる。 GL の

20~~ 28mまではN値40以上の良く締まった

砂層である。その下部の粘土腐を 2mまで確認して

いるの

図 3 地盤調査結果

道路

図--2 敷地内被害状況と地殻調変位置
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4. 簡易液状化判定法

1 )簡易液状化判定法の穂類

R2=O.19 (O.02mm-;;;;D50~五 O.05mm)

=0.225 log 1 0 (0. 35/D 50) 

(0. 05田田長 D50;?;; O. 6mm) 

=--0.05 (O.6mm;?;;D50;?玉2mm)一般的な地盤調資結果を基に液状化の可能

性を判定する研究がなされ、いくつかの判定

法が提案され用いられている。いずれも N備

などの地盤調査結果を用いて求めた動的せん

断強度比(R )を水平加速度を墓に求めた地

震時せん断応力比 (L) で除して液状化抵抗

じ)シードの方法 5)

(F L)を算定する方法である。 FLが 1を下回

ると液状化の可能性が高いと判断される。

簡易液状化判定法の種類と特徴をま受--1に

示す。

表-1 簡易液状化判定法の種類と特徴

以下に各判定方法の計算方法を示す。

a) 道路橋示方議(岩崎@諮問)の方法 41

地幾日寺せん断応力比

L=Yd' k，・ (σv/σV1 ) 

深度低減係数

γd=1.0-0.015Z、 z 深皮 (m)

地表面水平灘度:

k ，=ν1・ν2.ν3 " k s 0 

11 1 ・地域別補正係数

(兵庫県:地域区分 A ; 1. 0) 

ν2 地盤別補正係数

( 2種地盤， 1. 0) 

ν3 重要度補正係数(1級1.O) 

k ，0 判定用標準設計水平深度

(0. 15、ここでは O.2) 

() v 土被り圧 (kgf/ cm 2) 

。v 有効仁被り圧 Ckgf/cm')

動的せん断強度比

R = R 1 ト叉 2

R，=O.0882FN/(σJ十O.7) 
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作用応力比(地震時せん断応力比)

L=τ 己 /σv'

=0.65 L ・(び v/σv')・ (1-z/90)

t e :等価せん断応力

液状化抵抗比(動的せん断強度比)

R=O.Ol08N， (M=7.5、 N1i薩30以下、

他の場合は図-4参照)

N ，'ニニ C N'  N 

= ( 2.25/ (びぷ+1.25) I . N 

O.自

。.51"
ロ
¥ 
ω0.41-
ω 

トJ

ま1望L民書41 0 . 3 

O.H-
:j$ 
習量

U.1 

。。

図 -4

M:マグニチュード

斗一一斗一一一」一一」由一一
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N，=CN'N 

液状化に対する限界トJ値 51

c) 柴旧の方法 51

液状化抵抗比(動的せん断強度比)

R.=N/α 

係数 α=2 0 (σv'Z五O.25kgf/cm2)

= 8 0σv 

C O. 2 5 ~五 σv' :;;;; O. 75kgf / cm勺

= 6 0 (び v'孟O.'I5kgf/cm2) 

主lli量産時せん断応力比

ここでは道路橋示方審の方法によった。
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d) 建築基礎構造設計基準の方法7)

地震時せん断応力比

L=τd/σv 

= 1 n' (αmox/' g)・(σ v/av')・1d 

補正係数 1n=O.1 (M-1) 

M:マグニチュード

αm口 地表面設計用重力加速度

g 重力加速度 (980gal)

深度低減係数 Id=1.0-0.015z

z 深度 (m)

液状化抵抗比(動的せん断強度比)

R=τ1/ び v

補正 N値 (Na) との関係図(図 5 ) 

より求める。

Na=N 1十ム N，
換算 N億

Nl=CN" N=Fl 0/σ 

補正 N値増分.

ムN，=1.2N--6 (5:;::;; F c;:;五10)

ニニ 4-十 Q，2N (10;;五Fc孟 20)
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2 )液状化抵抗の計算

液状化抵抗比の計算にあたっては、 N{I直は

各測定備を、砂や砂礁の粒度は、標準貫入サ

ンブラー中に入った試料に対する粒度試験結

果を用い、また小型容器に詰めて測定した湿

精密度を参考にした。計算はGL-20mまで

について実施し、測定値と計算に用いる代表値
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地主室時のマグニチュードを 7. l'iとし、地表樹加

速度を 20 0 gal 、最大水平藤皮を O.2として計算

した。また、建築学会の方法では、せん断ひずみ 5

%の場合について計算した。

地震時の動的せん断応力比およびせん断抵抗比の

計算結果を殴 -6、7に示す。せん断応力比は、シ

ードの方法と建築学会の方法がほぼ同じで、道路i喬

示方警の方法が高くなる結果となった。これは、道

路橋示方替の方法では水平態度がO.15であるところ

をO.20としたこと、シードの方法では等価せんl新応

カを用い、 グニチュードによ

る補正を行っていることによる。

せん断抵抗比は、 N債の高いところでは柴自の方

法や建築学会の方法が高く、シードの方法は全般に

低めの値となる。建築学会の方法では、組l粒土台有

事による N{，誌の割り増しがあり高めになり、せんl新

ひずみ 5?--6では補正N{，直 25でせん断抵抗比0.5の頭

打ちとなる。
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図-6 深度とせん断応力比の関係

。
m) 

図-7 深度とせん断抵抗比の関係

これらの値を用いて、液状化抵抗比を計算した結

果を表-3およびsl-8に示すω

表面の砂磯からなる埋立j習においてもシードの方

法、柴田の方法で液状化抵抗比が 1以下となる。;亙

20 
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路矯示方書では平均粒径が 2mm以上の場合は検討対

象外となっているが計算を実施すると液状化抵抗比

は lを下回った。とのことは、先の地震の際に液状

化と考えられる被害の発生と対応するとととなり、

砂磯層についても検討が必要であることがわかる。

GL--6~.-lOrnのN備が 3 0程度と高い層は何

れの方法でも液状化抵抗比は lそ上回る。 GL-

液状化抵抗。 2 345  6 。
-2 

-4 

-6 

-8 
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図 8 深度と液状化抵抗
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すると液状化の可能性があると判断される結果にな

った。

また、簡易液状化判定法は地震カを一定にすれば

ほぽ同様の傾向の結果が得られるが、砂磯腐では判

定法により差がでることもあることがわかった。 N

値の低い層では仰れの方法ぜも液状化すると判断さ

れる層(深度)はほぼ!司様となった。砂の粒度分布

は、液状化しやすい範闘であってもN値が 25~3

0以とあれば液状化抵抗が 1を十分と回り液状化の

可能性が少ないと判断され、従来からの説が確認さ

れた。

図-8

討対象外となっている部分もあるがN値が低く液状

化抵抗比は 1以下となった。この範図の試料は外見

ではシルトのように見えることから地震時に他の地

域でも見られた噴泥はこうした試料の噴出したもの

である可能性がある。
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5.試料の粒度

No. 3のボーリング調査の際にサンプラー中に得

られた試料の粒皮試験(ふるい)結果を図-9に示

す。 Eミ1中のは日本港湾協会の基準 (1989) に示され

た特に液状化の可能性ありとする範囲も示した。埋

立層の砂磯はこの範囲をはずれるが液状化が生じて

いる。逆にN績が高く液状化抵抗比が 1以上の範囲

の試料は特に液状化の可能性ありの範閉ではあるも

のの良く締まっていることから液状化抵抗比が高く

なった。

阪神・淡路大震災における液状化の被害を受けた

神戸市の海岸部の埋立地の地盤調査を実施する機会

があった。

一般的なボー J)ング調査で実施される標準貫入試

験結果と調室長の際にサンプラー中に採取される試料

の粒度試験結果を基に各種の簡易液状化判定法の適

用を試みた。

今回の地震では、従来液状化の例の少なかった粒

度構成の砂質土や磯質土でも液状化が生じたと考え

られているが、本調査現場もその一つであると考え

られる。対応する砂磯層に対して簡易判定法を適用

まとめ6. 
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